
契約番号

順位

①横浜市契約規則第3条第1項に掲げる者でないこと及び 同条第2項の規定により定め
た資格を有する者であること。

② 入札参加意向申出書提出期限日から開札日までの間のいずれの日においても、横浜
市指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けていない者であること。

③ 令和３年、４年度横浜市一般競争入札有資格者名簿（物品・委託等）において、登
録されていること。

④当該業務に関する点検実績（官公庁・民間問わず）を有する者であること。
ア- 建築基準法第１２条第4項防火設備点検業務又は防火シャッター等保守点検実績。
（元請・下請問わず）
イ- 契約書、注文書等の写しを提出すること。（原本照合を求める場合がある。）

電子メールで発注担当課に提出すること
電子メールアドレス：kousya-situmon@bz04.plala.or.jp

総務部総務課契約係　

午後5時必着
申込方法

　郵便又は持参
　①持参　（職員に直接手渡すこと）
　②郵便　締切日時必着
　〒231-0012
　　横浜市中区相生町３丁目56番地1
　　　　　　　KDX横浜関内ﾋﾞﾙ６階
　　　　横浜市建築保全公社 総務部
　　　　　総務課 契約係

令和3年5月28日（金）

令和3年5月25日（火）  午前9時頃

当ホームページに掲載　（http://www.y-hozen.or.jp/）

午後5時必着

令和3年5月20日（木）  午後1時まで

東部地域療育センターほか３５か所防火設備定期点検委託

市内：順位問わず
準市内：1位

履行場所 横浜市神奈川区東神奈川一丁目２９番地ほか

履行期間

発注担当課
公益財団法人横浜市建築保全公社　技術部 保全企画課
横浜市中区相生町3丁目56番地1　  KDX横浜関内ビル6階
TEL 045-306-7276　／　ＦＡＸ045-664-7055

質
問

締切日時

提出方法

回答日時

回答方法

(G)シャッター

公募型指名競争入札参加意向申出書、委託業務経歴書

328:機械設備保守

入
札
参
加
申
込

提出書類

受付場所

締切日時

令和3年６月2日（水）FAXにて通知
指名・非指名通知日及び通
知の方法

設計図書の閲覧 当ホームページに掲載  （http://www.y-hozen.or.jp/）

発注情報詳細（物品・委託等）

所在地、規模区分

令和3年5月14日（金） 5006

契約締結日から令和3年11月19日（金）まで

最低制限価格制度 適用

入
札
参
加
資
格
等 入札参加条件

市内又は準市内、中小企業又は大企業

種　   目

登録細目

公表日

入札方法 公募型指名競争入札　（入札書の郵送による）

委託名

入札書提出期限及び
提出方法

令和3年６月11日（金） 午前9時50分

入札参加申込書の申込方法と同じ

開札日時

令和3年６月10日（木）

公益財団法人 横浜市建築保全公社



前金払 しない 部分払

契約担当課 総務部総務課契約係　　　　　　　　　電話 045-641-3124

委託名 東部地域療育センターほか３５か所防火設備定期点検委託

支払い条件

注意事項

①　入札金額は、消費税及び地方消費税を除く額を記載すること。

②　入札回数　２回
　　　（１回目の開札の結果、入札参加者の入札のうち、予定価格以下の入札が
　　　　無いときは、再度の入札を行います。）

③　地方自治法施行令第 167 条の２第１項第８号の規定により、二回目の入札
　　で落札者がないときは、最低価格を提示した業者と交渉を行い、予定価格内で
　　合意した場合に随意契約を行うこととします。

④　公益財団法人横浜市建築保全公社契約規程施行要領第12条に基づき、契約
　　の相手方としての適格性に欠ける者とは、契約を締結することができません。

⑤　入札に関わる詳細事項については、公益財団法人横浜市建築保全公社契約規程、
　　公益財団法人横浜市建築保全公社契約規程施行要領、横浜市物品・委託等に関
　　する競争入札取扱要綱及び横浜市物品・委託等競争入札参加者要領等に定める
　　ところによる。

しない　

公益財団法人 横浜市建築保全公社























別紙－2 

 

 

令和３年度 12 条点検（防火設備）実施要領 

 

１ 業務内容 

(1)  別紙 1「対象施設一覧」で指定された対象施設に対し、次の法令に準じた防火設備 

の点検を実施する。 

(2)  建築基準法第 12 条第四項のうち防火戸その他の政令で定める防火設備（以下「防 

火設備」という）に準じた点検を行う。 

 

２ 点検者の要件 

  本業務の 12 条点検（防火設備）や消防設備などの点検は、次の要件を満たすこと。 

(1)  12 条点検（防火設備） 

ア 一級建築士若しくは二級建築士 

イ 建築基準法第 12 条に規定する防火設備検査員 

(2)  消防設備点検 

ア 甲種第４類消防設備士若しくは乙種第４類消防設備士 

イ 第２種消防設備点検資格者 

  

３ 12 条点検（防火設備）の方法及び結果の判断基準 

 点検の方法及び結果の判断基準については、次を適用すること。 

(1)  建築基準法第 12 条第四項に基づく告示第 723 号 

  (2)  その他 「調査・検査方法、判定基準の解説（防火設備）平成 29 年 1 月神奈川県内 

13 特定行政庁」を原則とする。 

 

４ 12 条点検 点検表（防火設備）について 

  点検は、次の様式に記入する。 

(1)  [様式 1F] 12 条点検 点検表（防火設備） 

(2)  防火設備点検表測定データ、防火設備ヒアリング票（兼報告書） 

  

５ 点検業務の再委託 

  点検業務の一部を再委託する場合は、「業務計画書 組織表」に記入し、保全公社担当者に

提出する。また、点検業務は、受託者の有資格者 1 名以上が点検に同行するものとし、当該

点検業務の責を負うものとする。 

 

６ その他 

(1) 前出３の詳細、４の作成要領は、契約後の実務者説明会による。 

(2) 点検実施は、委託仕様書８項「事前準備」(1)にあるように、原則、対象施設の直近 

消防設備点検者が同行することを前提として実施する。 

(3) 成果品の作成にあたっては、別紙 3「成果品作成要領」を参照する。 
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